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はじめに

　健やか親子21（第2次計画）では、「すべての子ど
もが健やかに育つ社会」をめざして、「切れ目ない妊
産婦・乳幼児への保健対策」が基盤課題の１つとして
掲げられている。この切れ目ない支援については、フ
ィンランドのネウボラがそのモデルとなったといわれ
ている。フィンランドでは、妊娠期から子育て期に至
るまで担当保健師による切れ目ない手厚い支援がなさ
れている。
　一方、わが国では、母子保健法の改正により、平成
29年4月から子育て世代包括支援センターを市町村に
設置することが努力義務とされた。同センターは、妊
娠・出産包括支援事業と子ども・子育て支援新制度の
利用者支援や子育て支援などを包括的に運営する機能
を担うものであり、妊娠・出産・子育てに関するマネ
ージメントを行うことが期待されている。しかし、そ
の具体的な運用については、各市町村の創意工夫が求
められており、かつ随時ガイドラインについても見直
すとされている。
　筆者は、フィンランドのヘルシンキ大学との共同研
究を10年近く実施している関係で、フィンランド国立
健康福祉研究所とも共同研究を実施しており1，2）、フ
ィンランドの母子保健について学ぶ機会を得た。この
フィンランド国立健康福祉研究所は、研究機関である
と同時に、母子保健をはじめとした国の健康政策に関
するガイドラインの作成も担っている機関である。本
稿では、フィンランドのネウボラにおける母子保健シ
ステムを解説し、日本の子育て世帯包括支援センター
に取り入れるべき方策やこれからの保健師活動につい
て考察する。

Ⅰ．フィンランドにおける健康政策に関する組織体制

　フィンランドにおける母子保健政策は、子どもと家

族全体の健康と福祉の促進、疾病予防、ならびに健康
格差を低減することを目的としている。そのため、子
どもの健やかな成長や発達を確認し、支援すること、
および両親の子どもを養育する力が発揮できるように
支援することを目標としている1）。
　母子保健サービスを担う妊産婦ネウボラや子どもネ
ウボラは、各自治体が設置している1）。妊産婦ネウボ
ラや子どもネウボラでは、専属の保健師が配置されて
おり、母子やその家族への支援を行っている。妊産婦
ネウボラや子どもネウボラは、地域ごとに設置されて
おり、保健センター内に開設されている場合もあるが、
保健センター以外の場所にも設置されていることもあ
る。保健センター以外に設置された妊産婦ネウボラで
は、毎週産科専門医が巡回して、医療面での診察を実
施し、精密検査が必要であれば地域の公立病院へとつ
ないでいる。これらの母子保健サービスは無料で提供
されている。

Ⅱ．妊産婦ネウボラと子どもネウボラ

１．妊産婦ネウボラ

　妊産婦ネウボラは、妊婦と胎児の健康を守ること、
および家族全体の精神的・身体的健康と健康習慣を促
進することを目的としている。したがって、妊産婦ネ
ウボラでは、単に妊産婦を対象としているのではなく、
夫やそのパートナーも対象として支援を行っている。
フィンランドでは、妊娠が判かれば向かう先は病院で
はなくネウボラであり、妊娠期からの切れ目ない支援
が開始される。
　具体的な妊産婦ネウボラでの支援方法としては、個
別に健康診査が実施され（表１）、担当保健師制がと
られている1）。妊産婦ネオボラで従事する保健師は、
通常助産師の免許（保健師と助産師の２つの免許）も
持っており、内診や超音波検査などの一般診療や各種
検査も担っている1）。ネウボラでは、健康相談やライ
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フスタイルなどの生活指導も行われる。初めて妊娠を
した夫婦に対しては、両親教室も実施されている。ま
た、出産の前後で1回担当保健師による家庭訪問も行
われる1）。

２．子どもネウボラ
　子どもネウボラは、6歳以下の子どもの健康への支
援、ならびに家族の支援を目的としている。そのため、
子どもの身体的、精神的、社会的発達の観察と支援を
行い、かつ子どものしつけや生活スタイルの調整につ
いて家族に助言や支援が行われる。
　子どもネウボラでの具体的な支援方法は、クリニッ
クで個別に乳幼児健康診査（以下、乳幼児健診）が実
施され、６歳になるまで同じ保健師が担当する（担当
保健師制） 1）−5）。日本における乳幼児健診は集団健
診が基本であり、この点でフィンランドの乳幼児健診
は大きく支援方法が異なっている。フィンランドの乳
幼児健診では、それぞれの家族に対して個別に育児や
生活スタイル、夫婦関係についての助言がなされ、さ
らには親と子の初期相互作用のための精神的健康への
支援のための家族スクリーニングも実施される。ま
た、出産後で最低1回保健師による家庭訪問が行われ
る1）。両親サークルも子どもネウボラで実施され、ピ
アサポートも行われている。家族スクリーニングで問
題ありと判定された場合には、特別なニーズをもつ家
族（ハイリスクの家族）として、追加支援がなされて
いく1，6）。子どもネウボラにおける健康診査に対する
国の提言として（2009年、2011年） 7）、保健師による
健康診査を6歳までに全15回、医師による健康診査を
5回受けることとしている（表２）。
　なお、妊産婦ネウボラは、年間6万人の妊産婦とそ
の夫（パートナー）が利用しており（99.8％の家庭が

利用）、子どもネウボラは、年間40万人の子どもと60
万人の両親が利用している（99.5％の家庭が利用） 1）。

３．ハイリスク家庭への支援
　フィンランドにおいてハイリスクアプローチを実施
する法的根拠として、特別なニーズをもつ子どもと
家族についての政令が2009年に出された7）。この根拠
に基づいて、心理社会的な問題、学習困難、ADHD、
過体重などの問題をもつ子ども、あるいはアルコール
乱用、家庭内暴力、精神健康問題、失業などの問題を
もつ家族に対して支援がなされている1）。このような
特別な支援を要する子どもや家族は、フィンランドに
おける就学前の子どもをもつ家族全体の約10－20％を

表１　妊産婦ネウボラのスケジュール１）

妊娠週数 定期健診 時　　間
妊娠6−8週 初回面接：電話または面接により必要な支援をアセスメント 15分
妊娠8−10週 保健師（助産師） 1 時間半 
妊娠13−18週 詳細な健康診断：保健師（助産師） 1 時間半
妊娠13−18週 詳細な健康診断：医師 30分
妊娠22−24週 保健師（助産師） 30分
妊娠26−28週 保健師（助産師） 30分
妊娠30−32週 保健師（助産師）の初産家庭への家庭訪問 30分、2時間半
妊娠35−36週 医師 30分
妊娠37−41週 保健師（助産師）－2週毎または必要時の家庭訪問 30分

出産   
産後1−7日 保健師（助産師）：クリニックまたは家庭訪問 60分、2時間半
産後5−12週 産後チェック：医師または保健師（助産師） 30分

表２　子どもネウボラのスケジュール１）

年齢（月齢） 定期健診と実施者
1−4週 保健師
4−6週 医師
2か月 保健師
3か月 保健師

4か月
保健師または医師が一緒にまたは別々に実
施：詳細な健康診断
家族全員の健康診断の実施

5か月 保健師
6か月 保健師
8か月 医師
12か月 保健師

18か月
保健師または医師が一緒にまたは別々に実
施：詳細な健康診断
家族全員の健康診断の実施

2歳 保健師
3歳 保健師

4歳
保健師または医師が一緒にまたは別々に実
施：詳細な健康診断
家族全員の健康診断の実施

5歳 保健師
6歳 保健師



大阪市立大学看護学雑誌　第14巻 （2018. ３）

─ 33 ─

占めている1）。前述した支援を基盤として、それぞれ
の家族の状況に応じて、保健師の追加診察や家庭訪問
の追加、医師の追加診察、医師や心理療法士によるコ
ンサルテーション、他職種支援、病院での特別なケア
などの追加支援がなされていく（表３）。

Ⅲ．フィンランドと日本の母子保健制度の比較

　表４は、フィンランドと日本の母子保健制度を比較
したものである。前述したように、フィンランドの母
子保健システムは、非常にシンプルである。妊娠が判
れば、向かう先は病院ではなくネウボラに行き、妊婦
とその家族はネウボラを定期的に受診する。そして、

担当保健師が家族全員の相談に応じる。また、出産後
も同様に、ネウボラの担当保健師が家族全員の支援を
する。そのため、フィンランド人にとって、保健師の
知名度は非常に高く、まさにネウボラはワンストップ
拠点となっている。
　一方、これまで日本の母子保健を担ってきた保健師
は、地区担当制、業務分担制、あるいは地区担当と業
務担当が相互に連携しながら活動する重層型の活動体
制のなかで、地域に密着しながら、活動してきた。フ
ィンランドでは、母子（親子）保健に特化した地区担
当制をとっているため、この日本の地区担当制はネウ
ボラの保健師活動と類似した点であると言える。また、
業務分担制のなかに地区担当などのシステムがあれ

表３　ハイリスク母子や家族に対する追加支援１）

追加支援の項目 内　　　　　　容

保健師の追加診察
症状について両親に面接、子どもの健康状態について観察、家族を対象とした幅広い健
康診査、子どものサポート方法や、早期相互作用、および健康的な生活習慣の意義につ
いての助言

保健師による家庭訪問 家庭環境の確認と支援
医師の追加診察 医療面での支援
コンサルテーション 医師、心理療法士、理学療法士などにより実施
家族カウンセリング 子どものしつけについての観察と支援
両親サークル ピアサポート

多職種支援 医師、看護師、心理療法士、言語療法士、理学療法士、栄養士、歯科医師、ソーシャル
ワーカー、保育所職員、学校看護師などと連携

保育所、学校へのアドバイス 必要とされる支援に関するアドバイス
病院での特別なケア それぞれの個別対応が必要な特別なケア

表４　フィンランドと日本の母子保健制度の比較

フィンランド 日　本

保健師の制度 担当保健師制
（母子保健に特化した地区担当制） 地区担当制、業務分担制、重層型

妊娠が判った時 ネウボラを受診 医療機関を受診
母子健康手帳の交付 ネウボラの担当保健師 各自治体の窓口（保健師による妊婦面接時）
妊娠中の健診の対象 妊婦とその夫（パートナー） 妊婦

妊娠中の健診
・ネウボラの担当保健師を受診
（初産婦15回、経産婦11回）
・医師の診察3回

病院・診療所・助産所に受診（計14回）

乳幼児健診の制度 ネウボラにおける
担当保健師のクリニックを家族全員で受診 集団健診で多くの場合、子どもと母親のみが受診

乳幼児健診の対象 家族全員 ほとんどの場合、子どもと母親

乳幼児健診の頻度 ・就学前まで担当保健師により全15回
・医師により5回の健康診査 就学前までに3回～5回の集団健診

保健師との信頼 妊娠中から出産後も担当保健師と頻回にかかわり
があるため、信頼関係を構築しやすい

担当保健師とかかわる機会が少ないため、多くの
ケースで信頼関係を構築することが難しい現状が
ある

母子保健制度全体 シンプルで国民に分かりやすい 各自治体の裁量に任されているところが多く、複
雑で分かりにくい

保健師の認知度 全国民に認知されている 国民が保健師の役割を知らない



─ 34 ─

ば、ネウボラの活動に近い。しかし、これまで日本で
は多くの場合、母子保健サービスが単発のサービス提
供に終わっており、担当保健師に気軽に相談できる顔
のみえる関係づくりが多くの場合できていなかった。
このため、さまざまな母子保健サービスが用意されて
いるにもかかわらず、個々人の状況に即したサービス
に繋がらない、妊娠出産に関する悩みについて相談先
が分かりにくい・相談体制がないという課題があるこ
とが指摘されてきた8）。このため、日本においても担
当保健師の活動が国民に認知されるようなシステムづ
くりをする必要がある。

Ⅳ．顔のみえる関係づくりと母子健康手帳の有効活用

　フィンランドの担当保健師のように、国民の知名度
が高く、担当保健師に気軽に相談できるということを
住民に認知してもらうためには、先ず母子健康手帳交
付時の妊婦面接の対応を強化することが大切である。
日本では、行政関連部署が多岐にわたり、窓口が分散
している。また、自治体により母子健康手帳の交付場
所がさまざまであり、これまで事務的に母子健康手帳
を配布しているところも見受けられた。母子健康手帳
は、妊婦が自ら取りにくる大切なアイテムであり、最
初に保健師が妊婦と対面できるチャンスでもある。そ
のため、母子健康手帳の交付は、市町村保健センター

（子育て世代包括支援センター）で交付されることが
望まれる。
　フィンランドの妊婦とその家族は、担当保健師と妊
娠中から繋がっており、気軽に相談できる顔の見える
関係が妊娠期からできている。フィンランドの母親た
ちは、ネウボラという場所に繋がっているのではなく、
ネオボラに勤務している担当保健師と繋がっているの
である。日本においてもフィンランドのように妊娠中
から担当保健師と顔の見える関係づくりをすることが
重要である。気軽に相談できる顔の見える関係は、単
なる母子健康手帳交付（妊婦面接）時の情報提供だけ
では成立し得ない。すべての妊婦に妊婦面接時に、担
当保健師がいること、子どもやその家族の健康相談や
育児相談を保健師が担うことを説明することが大切で
ある。まずは、妊婦面接時に担当保健師と顔見知りの
関係を作り、かつ妊婦に相談できる人という認識をし
てもらう体制づくりと工夫が大切である。
　この体制づくりをするために、母子健康手帳を上手
に活用することは大変有効である。例えば、母子健康
手帳に担当保健師の名前を明記し、妊婦面接後に相談

できる担当保健師がいることを明確に伝えることであ
る。母子健康手帳を活用したアプローチは、全妊婦へ
の支援、すなわち、ポピュレーションアプローチの入
り口となり得るのである。是非、各自治体で取り入れ
ていただきたい第1歩である。ただ、行政保健師は、
多くの場合一定期間で配置転換のため異動することも
多い。このため、妊婦が在住する地区名も担当保健師
名と合わせて記載しておくとよいであろう。そうする
ことで、担当保健師が異動後も、○○地区に新たに着
任したと保健師ですと住民に説明しやすくなる。また、
業務の関係で、妊婦面接時に面接する保健師と担当保
健師が必ずしも一致しない場合もある。その場合は、
妊婦面接時に面接した保健師名も母子健康手帳に記載
するようにすればより妊婦には理解されやすい。
　この母子健康手帳に担当保健師名を記載する効果
は、単に妊婦の理解に留まらない。母子健康手帳は、
出産する医療機関でも使用するものである。担当保健
師を母子健康手帳に明記することは、出産のために入
院した医療機関で勤務する助産師との連携をさらに強
化することに繋がる。入院中何か問題が生じた場合、
あるいは妊娠中からハイリスクであることが明確な場
合には、退院後ほとんどのケースで問題を抱えること
になる。母子健康手帳に担当保健師の名前の記載があ
れば、すぐに担当助産師から連絡できるのである。担
当保健師も入院中の様子が分かれば、どのような支援
が必要となるかを、支援開始前から把握することがで
きるのである。母子健康手帳に担当保健師を明記する
ことは、妊婦を担当保健師に繋ぐことのみならず、助
産師などの専門職に繋ぐ重要なツールとなり得るので
ある。

おわりに

　フィンランドは、社会福祉国家として、優れた母子
保健制度を有している。全ての国民が、ネウボラで活
動する保健師の役割を理解している。ネウボラのシス
テムは、非常にシンプルで、国民にも分かりやすい。
このシンプルで、分かりやすいことは、日本において
も母子保健システムを構築する際に、お手本とすべき
ところである。子育て世代包括支援センターが法定化
され、その機能の充実が指摘される中、母子健康手帳
の有効活用は、安価でしかも効率的に妊娠期から子育
て期に至るまで、母子と担当保健師、助産師など関係
職種を繋ぐことのできるツールとなり、これまで指摘
されてきた妊娠出産に関する悩みについて相談先が分
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かりにくい・相談体制がないという課題を解決する方
策となり得るのである。日本の母子保健制度は、これ
まで各自治体の裁量に任されている部分が多かった。
母子健康手帳の交付の方法さえ全国で統一されていな
かった。しかし、フィンランドのネウボラから学ぶべ
き点は担当保健師制についていかに国民に認知しても
らうかが重要であり、そのツールとして妊婦面接と母
子健康手帳の有効活用は今後の日本の母子保健の発展
のための第1歩となり得るのである。今回ご紹介した
内容が、各自治体で子育て世帯包括支援センターのシ
ステムを検討されるための参考となれば幸いである。
　本報告は，文部科学省科学研究費補助金挑戦的研究

（J172640075）の助成によって行った。 
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